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～海外への技術提供、貨物輸出はありませんか？
事前チェックが必要です！～

（第４版）



我が国においては，国際協調のもと、外国為替及び外国貿易法（以
下、外為法という）に基づき，厳正な安全保障貿易管理がおこなわれ
ています。外為法は、我が国と海外との経済的な取引の管理だけでは
なく、「我が国又は国際社会の平和及び安全の維持」についてもその
立法の目的としており、それに基づく安全保障貿易上の規制は、核や
ミサイル、生物・化学兵器など大量破壊兵器の製造、開発等への使用
が可能な貨物の輸出や、そういった貨物に関わる技術の提供にまで及
んでいます。

大学においても、近年、国際的な学術交流の高まりに伴い、外国人
研究者や留学生・研究生の受入が年々増加しており、また国際連携に
よる外国研究機関や企業等との共同研究も積極的に行われるように
なっています。そういった意味で、大学の先端的な学術研究や高度な
専門知識が、大量破壊兵器等の開発や軍事目的に利用されるおそれも
高まってきています。

本学は，国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあると判断
される技術の提供及び貨物の輸出は行わない、という方針のもと、平
成22年2月に「安全保障輸出管理規程」を制定し，学長を最高責任者と
する管理体制を整備いたしました。

本ハンドブックは、外為法に基づく安全保障輸出管理について、皆さ
んが注意すべき事項や、本学の輸出管理手続について記載しておりま
す。是非ご一読いただき，ご自身の研究情報や研究成果の適切な管理
という面でも、技術提供や貨物輸出の事前チェックの必要性をご理解
いただき、法令に従った輸出管理をおこなっていただくようお願いい
たします。

名古屋工業大学理事・副学長
産学官連携センター長

江龍 修
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１．安全保障輸出管理の目的

先進国がもっている高度な機械や技術が、大量破壊兵器を開発等している国などに渡った

場合、国際的な脅威となり、情勢の不安定化を招きます。 その脅威を未然に防止するた

めに、先進国を中心とした枠組みを作って貿易管理に取り組んでいます。

大学などの学術研究機関も、留学生、外国人研究者の交流や国際的な共同研究の場におけ

る研究情報や技術提供などにおいて、安全保障輸出管理の徹底が求められています。

『出典』 経済産業省貿易管理部 「安全保障貿易管理説明会資料」2016年４月

注）「大量破壊兵器」とは、核兵器・化学兵器・生物兵器・ミサイルをいう。
「開発等」とは、開発・製造・使用又は貯蔵をいう。
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【参考】

◆変化する懸念国等による調達活動

◆汎用品の懸念用途への転用例

『出典』 経済産業省貿易管理部 「安全保障貿易管理説明会資料」2016年４月
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２．安全保障輸出管理の国際的な枠組み

安全保障関連の輸出規制は、国際的な平和と安全の維持を目的とした国際条約や国際的な
合意等に基づいて多数の国の協調の下に行われております。

現時点における国際的な輸出管理の枠組みは、以下のとおり通常兵器関連のワッセナー・
アレンジメント（WA）、核兵器関連の原子力供給国会合（NSG）、化学兵器と生物兵器関
連のオーストラリア・グループ（ＡＧ）、及びミサイル関連機材・技術輸出規制（ＭＴＣ
Ｒ）の国際レジームと、輸出管理関連の条約として核不拡散条約（ＮＰＴ）、化学兵器禁
止条約（ＣＷＣ）及び生物兵器禁止条約（ＢＷＣ）があります。

◆国際輸出管理関連条約と国際輸出管理レジーム

2015年3月 現在

『出典』 経済産業省貿易管理部 「安全保障貿易管理説明会資料」2016年４月3



３．日本の安全保障輸出管理制度の仕組み

法 律 政 令

（物）

第４８条

リスト規制

１～１５項

大量破壊兵器
キャッチオール規制
(平成14年4月導入)

１６項

通常兵器
キャッチオール規制
(平成20年11月導入)

１６項

第２５条

（技術） １～１５項 １６項 １６項

規
制
に
な
る
も
の

・武器
・兵器の開発等に

用いられるおそ
れの高いもの

リスト規制以外で、
大量破壊兵器の開発
等に用いられるおそ
れのあるもの

リスト規制以外で、
通常兵器の開発、製
造又は使用に用いら
れるおそれのあるも
の

規
制
対
象
地
域
等

全地域向け
が対象

ホワイト国を除く
全地域向けが対象

国連武器禁輸国向け
が対象

※特定の品目につい
ては、ホワイト国
を除く全地域が
対象

貨 物

役 務

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
外
為
法
）

輸出貿易管理令

（輸出令）

外国為替令

（外為令）

輸出貿易管理令 別表第１

外国為替令 別表

物 ：機械､部品､原材料など
技術：物の設計､製造､使用に関する

技術（ソフトウエアも含む）

ホワイト国
米､加､EU諸国等の輸出管理を厳格
に実施している27カ国

国連武器禁輸国
国連の安全保障理事会の決議によ
り武器の輸出が禁止されているイ
ラク､北朝鮮､アフガニスタン等10
カ国

『出典』 経済産業省貿易管理部 「安全保障貿易管理説明会資料」201２年１０月

我が国の安全保障輸出管理制度は「外国為替及び外国貿易法」（外為法）で規制されてお
り、貨物に関しては外為法第48条に、技術に関しては同第25条に規定されています。また
貨物・技術ともに政令により、具体的に規制内容が定められており、貨物に関しては「輸
出貿易管理令別表第１」に、技術に関しては「外国為替令別表」にそれぞれ定められてお
ります。

安全保障輸出管理関連法令の全体の構造としては、「法律」,「政令」,「省令・告示」,
「通達」,「お知らせ」よりなっており、国際情勢や科学技術の発展・情報化の進展等に
基づき、都度改正が行われます。

（１）日本の輸出管理制度
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リスト規制とは、武器や国際的な輸出管理の枠組みで合意された兵器に転用可能な高度
技術の汎用品について規制するもので、安全保障輸出管理関連政省令で対象品目とその
技術が規定されています。
貨物の輸出や技術の提供を行う場合には、規制内容を一覧にした「貨物・技術のマトリ
クス表」等で確認して、規制に該当する場合は経済産業大臣の許可を受ける必要があり
ます。（貨物・技術のマトリクス表は経済産業省 安全保障輸出管理ホームページに掲載されています）

また、リスト規制では、公知の技術や基礎科学分野の研究活動目的の技術、少額の貨物
等について、例外規定が定められており、これらに該当する場合は、輸出許可不要とな
ります。

経済産業省 安全保障貿易管理HP／ http://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html

（２）リスト規制

リスト規制に該当するもの以外で、大量破壊兵器や通常兵器の開発等に用いられるおそ
れがある貨物等については、経済産業大臣の許可が必要になります。
これら貨物の輸出や関連する技術の提供を行う場合には、以下の点を確認しておくこと
が必要です。ただし、相手先が米国やカナダ、EU諸国等のように我が国と同様に厳格な
輸出管理を実施しているホワイト国（注１）の場合は、キャッチオール規制の対象外と
なります。

① 技術や貨物が大量破壊兵器等の開発等に使用されるおそれがあるか？

② 相手先が懸念国・国連武器禁輸国（注２）の場合、技術や貨物が通常兵器の開発に
使用されるおそれがあるか？

③ 相手先が大量破壊兵器の開発等に従事していないか？
或いは相手先が国連武器禁輸国、外国ユーザーリスト掲載機関か？

（３）キャッチオール規制

（注１）ホワイト国・・・「輸出貿易管理令別表第３に掲げる地域」
アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブルガリア、カナダ、チェコ、
デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、
イタリア、 大韓民国、ルクセンブルク、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、
ポーランド、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、スイス、イギリス、アメリカ
の合計２７ヶ国

（注２）懸念国・国連武器禁輸国・・・「輸出貿易管理令別表第３の２，第４に掲げる地域」
アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ民主共和国、イラン、イラク、レバノン、
リビア、北朝鮮、ソマリア、スーダン
の１０ヶ国

5
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（４）外国ユーザーリスト

経済産業省が、大量破壊兵器の開発等への関与が懸念される企業・組織を掲載し公表し
ているリスト。
このリストに掲載されている企業等に輸出等を行う場合には、それが大量破壊兵器の開
発等に用いられないことが明らかな場合を除き、経済産業大臣の許可が必要となります。

※外国ユーザーリストは毎年改定されますので、必ず最新版を経済産業省 安全保障
貿易管理ホームページで確認して下さい。

経済産業省 安全保障貿易管理HP／ http://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html

国 名 掲載数

アフガニスタン 2

アラブ首長国連邦 8

イスラエル 2

イラン 224

インド 4

エジプト 1

北朝鮮 143

シリア 20

台湾 1

中国 65

パキスタン 53

香港 3

レバノン 3

合 計 529

■国別の
掲載企業・組織数
(2018年5月2日)

■外国ユーザーリスト（抜粋）
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No．
国名、地域名

Country or Region
企業名､組織名

Company or Organization
別名

Also Known As
懸念区分

Type of WMD

1
アフガニスタン

Islamic Republic of
Afghanistan

Al Qa'ida/Islamic Army

・Al Qaeda
・Islamic Salvation Foundation
・The Base
・The Group for the Preservation

of the Holy Sites
・The Islamic Army for the

Liberation of Holy Places
・The World Islamic Front for Jihad

against Jews and Crusaders
・Usama Bin Laden Network
・Usama Bin Laden Organisation

化学
C

2

アフガニスタン
Islamic Republic of

Afghanistan

パキスタン
Islamic Republic of

Pakistan

Ummah Tameer E-Nau
(UTN)

核
N

528
レバノン

Republic of Lebanong

Shadi for Cars Trading

・Techno Lab

生物、化学、
ミサイル

B,C,M,

529 Technolab
レバノン

Republic of Lebanong

生物、化学、
ミサイル

B,C,M,

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html


（５）輸出等の許可

規制に該当する貨物の輸出や技術提供をする際には、事前に経済産業大臣の許可を取得
する必要があります。

輸出等の許可は必要な書類を用意して、経済産業省（本省）または経済産業局に申請を
おこなうことになります。

注）申請受理から許可までに、数週間かかりますので、早めに事前チェックをおこない、
余裕をもって申請することが必要です。

（６）違反した場合の罰則

規制対象となる貨物・技術を許可を取らずに輸出・提供してしまうと、法律に基づき、
罰せられる場合があります。

たとえば、法令を知らなかった、技術提供が規制対象であると知らなかったなど注意
を怠ると、予期せぬところで違反を犯してしまう可能性があり、その結果、輸出者本
人だけでなく、輸出禁止や信用失墜などで大学にも大きな損害を与えることになって
しまいます。

刑事罰（外為法69条の6及び69条の7）
最大 ・１０年以下の懲役

・個人：３０００万円以下、法人：１０億３０００万円以下の罰金
（対象の物・技術の価格の5倍がそれぞれの金額を超える場合は
その価格の5倍以下の罰金）

行政制裁（外為法53条）
・３年以内の、物の輸出・技術の提供の禁止

また、刑事罰や行政制裁に至らない場合でも、経済産業省から大学に対して警告がなされ
ると、大学のイメージ悪化など社会的制裁を受けることになります。
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【参考】

◆貨物の輸出と技術の提供の違い

（留学生・研究生への指導、外国人研究者への技術提供等）

◆規制される技術の提供の範囲

日本 外国

居住者 非居住者

居住者

非居住者

居住者

非居住者

居住者

非居住者

国境

居住者

非居住者

提供

提供

居住者

非居住者 提供

取引の許可

取引の許可

持出しの許可

『出典』 経済産業省貿易管理部 「安全保障貿易管理説明会資料」201２年１０月

誰
でも

誰
でも

誰
でも
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輸出管理の根拠法令である外為法は、「対外取引の正常な発展」とともに、「我が国
又は国際社会の平和及び安全の維持」をうたっています。

大学の研究も、こうした「我が国又は国際社会の平和及び安全の維持」に無関係では
ありません。

例えば、原子力工学や航空宇宙工学の研究は、核兵器や生物・化学兵器、それらの輸
送手段となるミサイル等（大量破壊兵器等）の開発等にも使うことができ、微生物工
学などの研究分野における技術的知見や先端科学技術の粋を集めた理化学機器、化学
物質や微生物等がテロ支援国家とみなされる国にもたらされる可能性が考えられます。

一方、研究者や留学生の受け入れに際しても、特定国の特定大学や特定企業（外国
ユーザーリスト掲載機関等）と関係のある人物を、大学が受け入れ、軍事転用可能な
技術をうっかり提供してしまうということになれば、我が国の安全保障にとって問題
となるだけではなく、我が国に対する国際的な信頼が失われる点でも、問題がありま
す。

以上のことからも、大学の研究や国際交流事業も、安全保障の観点から外為法の規制
対象の例外ではなく、我が国と世界の安全を脅かす可能性があることを十分認識して
いただく必要があります。

懸念されるのは、安全保障上の危険性を意識しない形で海外に持ち出された大学の技
術や貨物が大量破壊兵器等の開発・製造等に使われてしまうことなのです。

４．大学における安全保障輸出管理

『出典』産学連携学会「研究者のための安全保障貿易管理ガイドライン」20０９年８月

（１）大学の教育研究と安全保障輸出管理
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外為法の規制に関係の深い主な技術分野は以下のとおりですが、これら以外でも規
制対象となり得ます。さらに、たとえ最先端の学問分野でなくとも幅広く規制対象
となり得ますので、よくある分野として参考にしてください。

「◎」の表記がある技術分野は大量破壊兵器などと関連が深く特に留意が必要です。

◎原子力技術【原子核反応、中性子工学など）

◎精密機械技術、精密加工技術、精密測定技術

◎自動制御技術、ロボット技術

◎化学、生化学（特に人体に有害な化学物質、解毒物質）

◎バイオテクノロジー・医学（特に感染症・ワクチン）を含む生物学

◎高性能・高機能材料技術（耐熱材料、耐腐食性材料など）

◎航空宇宙技術、高性能エンジン技術

◎航法技術

○海洋技術

○情報通信技術、電子技術、光学技術

◎規制される貨物の設計、製造、使用に係るプログラム開発技術

○シミュレーションプログラム技術など

再先端の分野でなくても、幅広く規制の対象となりますので、規制リスト
（輸出貿易管理令別表第1や外為令別表など）規定されている具体的な対象
貨物や技術を、一度確認するようにしてください。

（２）管理が必要な技術・学問分野

『出典』 経済産業省貿易管理部「安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス」20１０年２月
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【参考】

◆大学における違反事例

◆違反原因の一つである「外為法に対する理解不足」の例

『出典』 経済産業省貿易管理部 「平成27年度 大学・研究機関説明会資料」
11



５．名古屋工業大学の輸出管理

一. 国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあると
判断される技術の提供及び貨物の輸出は行わない。

二. 技術の提供又は貨物の輸出について関係法令を遵守し、
経済産業大臣の許可を受けなければならない場合は、
責任を持って当該許可を取得する。

三．輸出管理を確実に実施するため、輸出管理体制を適切に
整備し、充実をはかる。

（１）基本方針

12



13

（２）管理体制

該非確認責任者
（輸出管理責任者が指名）

事 務 局
（研究支援課 産学官連携室）

輸 出 者
（教員等）

関係部局

・基本方針、施策の決定
・規則の制定、改廃

・輸出管理業務の統括
・規程等の制定、改廃に関する業務
・該非判定、取引審査の最終審査
・監査
・教育、関係法令等の学内周知
・経済産業省への相談、許可申請

・該非判定の確認
・取引審査の一次判断

・輸出管理事務の総括
・学内手続書類の精査と保管
（事前チェック表、該非判定書、取引審査票）

・経済産業省への許可申請手続
・教育用コンテンツの作成
・教員等からの相談対応

・事前チェックの実施
・学内手続書類の作成
（事前チェック表、該非判定書、取引審査票）

・輸出管理事務への協力
・教員等からの相談対応

最高責任者
（学長）

輸出管理責任者
（理事又は副学長）

指示

指導

指示
指導

通知
依頼

審査依頼

手続書類提出
相談

連携・協力

相談

技術の提供・貨物の輸出

≪名古屋工業大学 安全保障輸出管理体制≫

本学の輸出管理体制は以下の通りです。

平成22年2月に制定した「安全保障輸出管理規程」に基づき、各々の役割を

定めています。



（３）輸出管理手続

技術の提供、貨物の輸出がある

「輸出管理の事前チェック表」
による確認

産学官連携室
（内容精査、相談対応）

該非確認責任者
（一次審査）

リスト規制

キャッチ
オール規制

「該非判定書」作成

「取引審査票」作成

輸出管理責任者
（最終審査）

（該当）

（非該当）

（該当）

（非該当）

ﾁｪｯｸ表提出

ﾁｪｯｸ表
判定書
審査票 提出

ＯＫ
経済産業大臣
の許可取得

ＮＧ

１）手続フロー

14



２）事前チェック表による確認のポイント

① 留学生・外国人研究生・外国人研究者の受入

ⅰ．いつまでに確認したら良いか

ⅱ．どんな点に注意して確認したら良いか

■留学生・研究生・研究者を受入れる前まで

※輸出等の許可取得を考慮すると、受入れ予定日の１ｶ月前が望ましい

■研究・指導において扱う情報が、外為法リスト規制に該当していないか
〔『貨物・技術のマトリクス表』で確認する〕

■受入する相手の国籍・在籍国が、懸念国・国連武器禁輸国でないか
〔『輸出貿易管理令の別表第3の3，第4』を確認する〕

■受入する相手の出身又は在籍機関(大学,研究所等）が、
以下に該当していないか

1. 外国ユーザーリストに掲載がある
2. 大量破壊兵器や軍事に関係する情報がある
〔相手方からの提出書類、ホームページ等で確認する〕

上記に該当する場合は、産学官連携室に相談する。

ⅲ．その他の注意点

■来日後６ｶ月経過する前に状況（研究内容や相手方情報など）の変化があった
場合は、改めて上記ⅱの確認が必要

■在学時の非居住者への技術情報提供及び、帰国時の技術情報の持ち出し
も外為法の規制を受けるので、それらについても上記ⅱの確認が必要

■研究指導中に設備や機器等を使用する場合は、当該設備、機器等に
ついても規制に該当するかの確認が必要

15



② 海外出張時（日本開催の国際会議参加も含む）の情報提供
・海外の大学，研究機関等を訪問し、研究,専門分野に関する打合せや討議等
を行う場合

・国際会議，学会，シンポジウム等で研究成果等の発表を行う場合
（不特定多数が出席する会議等は除く）

ⅰ．いつまでに確認したら良いか

ⅱ．どんな点に注意して確認したら良いか

■海外出張することが決まった時

■提供(発表や意見交換等)する情報及び持参する物品(研究成果物やサンプル・

試料・計測機器等)が、外為法リスト規制に該当していないか
〔『貨物・技術のマトリクス表』で確認する〕

■出張する国・地域が、懸念国・国連武器禁輸国でないか
〔『輸出貿易管理令の別表第3の3，第4』を確認する〕

■出張先（大学,研究所等）が、以下に該当していないか
1. 外国ユーザーリストに掲載がある
2. 大量破壊兵器や軍事に関係する情報がある
〔出張先からの入手書類、ホームページ等で確認する〕

上記に該当する場合は、産学官連携室に相談する。

ⅲ．その他の注意点

■研究室に在籍している学生が出張する場合も、上記ⅱと同じ確認が必要

■研究・専門分野に関する意見交換や講演・発表は、技術情報の提供と
なり得ますので認識が必要

■研究成果物やサンプル・試料・計測機器等を持参する場合は、適切な
通関手続きを行うことが必要

16



③ 外国企業・大学・研究機関等との共同研究
・外国企業の日本法人、国内企業の海外法人等との共同研究も対象
（国内企業との共同研究で、関連海外法人への情報開示がある場合を含む）

ⅰ．いつまでに確認したら良いか

ⅱ．どんな点に注意して確認したら良いか

■提供する情報及び成果物が、外為法リスト規制に該当していないか
〔『貨物・技術のマトリクス表』で確認する〕

■相手先の存在する国・地域が、懸念国・国連武器禁輸国でないか
〔『輸出貿易管理令の別表第3の3，第4』を確認する〕

■相手先（企業,大学,研究所等）が、以下に該当していないか
1. 外国ユーザーリストに掲載がある
2. 大量破壊兵器や軍事に関係する情報がある
〔相手先からの入手書類、ホームページ等で確認する〕

上記に該当する場合は、産学官連携室に相談する。

ⅲ．その他の注意点

■契約書等に双方の輸出管理法令の遵守条項を入れるようにする

■契約書締結後、共同研究内容・相手先情報や情報開示範囲などの変化
があった場合は、改めて上記ⅱの確認が必要

■成果物を輸出する場合は、適切な通関手続きを行うことが必要

■共同研究契約書締結前まで（契約書なしの場合は、共同研究開始前まで）

※契約前に情報提供が発生する場合は、情報提供する前まで

17



④ 外国への物品や書類の送付
・ＥＭＳや国際宅配便等による、試料・サンプル・データ等の送付
・国際物流業者による、観測実験装置・計測機器等の送付
※市販の書籍・事務手続書類等は、除く

ⅰ．いつまでに確認したら良いか

ⅱ．どんな点に注意して確認したら良いか

■送付する物品・書類の内容が、外為法リスト規制に該当していないか
〔『貨物・技術のマトリクス表』で確認する〕

■送付先の存在する国・地域が、懸念国・国連武器禁輸国でないか
〔『輸出貿易管理令の別表第3の3，第4』を確認する〕

■送付先（企業,大学,研究所等）が、以下に該当していないか
1. 外国ユーザーリストに掲載がある
2. 大量破壊兵器や軍事に関係する情報がある
〔送付先からの入手書類、ホームページ等で確認する〕

上記に該当する場合は、産学官連携室に相談する。

ⅲ．その他の注意点

■購入した物品等は、メーカーから該非判定書を入手して確認する

■ＥＭＳを利用する場合は、輸出許可要否・税関申告価格の確認が必要
（輸出許可要・税関申告価格20万円以上は、郵便局に持ち込みし発送依頼が必要）

■電子記録媒体（光ﾃﾞｨｽｸ･USBﾒﾓﾘ等）は、格納情報についても確認が必要

■税関申告価格20万円以上のものを送付する場合は、産学官連携室に
相談する

■物品や書類を発送依頼する時まで

※輸出手続きを考慮すると、送付することを決めた時が望ましい
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⑤ その他の情報提供
・海外からの来訪者への研究情報等の提供（研究室，主要設備等の見学）
・電子メール，ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ等による、海外の研究者，企業，大学，
研究機関等への技術情報、データ、プログラム等の送付

ⅰ．いつまでに確認したら良いか

ⅱ．どんな点に注意して確認したら良いか

■見学内容・送付情報内容が、外為法リスト規制に該当していないか
〔『貨物・技術のマトリクス表』で確認する〕

■来訪相手の国籍・在籍国又は送付先の存在する国・地域が、懸念国・
国連武器禁輸国でないか
〔『輸出貿易管理令の別表第3の3，第4』を確認する〕

■来訪相手又は送付先の団体・機関等が、以下に該当していないか
1. 外国ユーザーリストに掲載がある
2. 大量破壊兵器や軍事に関係する情報がある
〔相手側からの入手書類、ホームページ等で確認する〕

上記に該当する場合は、産学官連携室に相談する。

ⅲ．その他の注意点

■論文の共同執筆で必要なデータを海外の研究者とメール等でやり取り
することも、データの内容によっては輸出許可が必要

■来訪者へ設備や機器の使用方法などを提供する場合、当該設備・機器
ついても規制に該当するかの確認が必要

■ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑを本人のみが利用する場合でも、利用契約や利用
方法により規制対象となるので、それらの確認が必要

■来訪者 … 研究室・主要設備等を見学する予定が決まった時
■情報送付 … 送付する前まで
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【参考】米国再輸出規制について

輸出する貨物が米国製品の場合、日本の輸出規制とは別に、「米国再輸出規制EAR）」

によって輸出や持ち出しが 規制される場合がありますので注意が必要です。

製品の購入先などに確認するか、産学官連携室へ相談して下さい。

◆対象となるもの

・米国で生産された品目、米国原産品目（貨物、ソフトウエア、技術）

・米国原産品目を組み込んだ品目（米国製品組込品）

・米国原産技術・ソフトウエアから直接的に製造された直接製品

（外国製品で、特定の米国規制技術が使用されている製品）

◆違反した場合、輸出禁止、懲役、罰金などの罰則が科されます。

また、「 Denied Persons 」に指定され米国企業との取引禁止などの

処置を受ける場合があります。

米国の企業・研究機関との共同研究等には注意が必要です

米国から米国
原産品を輸入

他の国へ
再輸出

20



６．付録

（付録 １）名古屋工業大学 安全保障輸出管理ホームページ
URL：http://tic.web.nitech.ac.jp/inside/export-management/

安全保障輸出管理ホームページ
内容については、産学官金連携機構の下記

「学内教職員向け情報」から入って確認下さい。

21

輸出管理の概要を掲載

学内体制、ルールを掲載

学内手続きを掲載
（事前チェック表様式）

http://tic.web.nitech.ac.jp/inside/export-management/


（付録 ２）学内手続書類

① 輸出管理の事前チェック表（技術提供）
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② 輸出管理の事前チェック表（貨物輸出）
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③ 安全保障輸出管理チェックリスト表 … ＜事前チェック表の裏面＞
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④ 取引審査票
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（付録 ３）経済産業省 安全保障貿易管理ホームページ

URL：http://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html
（貨物・技術のマトリクス表や外国ユーザーリスト等が掲載されている）

貨物・技術のマトリクス表
（規制リストを項番別に整理した表）

外国ユーザーリスト
（大量破壊兵器の開発等に懸念のある組織・団体）

26
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（付録 ４）許可を要しない技術提供・貨物輸出（例外規定）

① 許可を要しない技術提供（役務取引）

1.日本国政府が外国政府に対して行う賠償又は無償の経済協力若しくは技術協力に
関する協定に基づく取引

2.公知の技術を提供する取引又は技術を公知とするために当該技術を提供する取引
で、以下のいずれかに該当するもの
イ 新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、

既に不特定多数の者に対して公開されている技術を提供する取引
ロ 学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が入手

可能な技術を提供する取引
ハ 工場の見学コース、講演会、展示会等において不特定多数の者が入手又は

聴講可能な技術を提供する取引
ニ ソースコードが公開されているプログラムを提供する取引
ホ 学会発表用の原稿又は展示会等での配布資料の送付、雑誌への投稿等、当該

技術を不特定多数の者が入手又は閲覧可能とすることを目的とする取引

3.基礎科学分野の研究活動において技術を提供する取引
ここでいう「基礎科学分野の研究活動」とは、「自然科学の分野における現象に
関する原理の究明を主目的とした研究活動であって、理論的又は実験的方法に
より行うものであり、特定の製品の設計又は製造を目的としないものをいう。
産学連携に係る共同研究等では、研究が特定の製品への応用を目的としている
ケースがあり、この例外に該当しない場合が多いことに注意すること。

4.工業所有権の出願又は登録を行うために、当該出願又は登録に必要な最小限の
技術を提供する取引

5.貨物の輸出に付随して提供される使用に係る技術であって必要最小限のものの
取引（プログラムは除く）

6.プログラムの提供に付随して提供される使用に係る技術であって必要最小限の
ものの取引

7.市販のプログラムに関する取引 等

② 許可を要しない貨物輸出

一定の貨物において総価額が一定の額(5万円又は100万円)以下である場合は、輸出
許可が不要とされています。（少額特例）
※武器、大量破壊兵器関連のもの、キャッチオール規制に該当する輸出、輸出貿易
管理令別表第４に掲げる国（イラン，イラク，北朝鮮）向けの場合は、適用する
ことができません。
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（付録 ５）名古屋工業大学 安全保障輸出管理規程

平成２２年２月２４日 制定

（目的）
第１条 この規程は，国立大学法人名古屋工業大学（以下「本学」という。）の安全保障

輸出管理（以下「輸出管理」という。）の基本方針を定め，適切な管理体制を構
築整備することにより，輸出管理の確実な実施を図り，もって国際的な平和及び
安全の維持の観点から我が国の教育研究機関として国際的責任を果たすことを目
的とする。

（適用範囲）
第２条 この規程は，本学の役員，職員，その他本学に雇用されている者（以下｢職員等｣

という。）が，非居住者に対して行う技術の提供及び外国において技術の提供を
することを目的とする取引並びに貨物の輸出に適用する。

（定義）
第３条 この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。
一 外為法等 外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号。）及びこれに

基づく輸出管理関連の政令，省令，通達等をいう。
二 非居住者 日本人にあっては外国にある事務所等に勤務する目的で出国し外

国に滞在する者等を，外国人にあっては外国に居住する者，本邦に入国して
6月未満の者（本邦にある事務所等に勤務する者を除く。），外交官，国際
機関の職員等をいい，外国為替法令解釈運用６－１－５及び６に掲げるもの
をいう。

三 技術の提供 非居住者への技術の提供又は外国において技術の提供をするこ
とを目的とする取引をいう。

四 貨物の輸出 外国向けに貨物を送付すること，又は外国へ送付されることが
明らかな貨物の国内取引をいう。

五 輸出者 技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする職員等をいう。
六 リスト規制技術 外国為替令（昭和55年政令第260号。以下「外為令」とい

う。）別表の1から15までの項の中欄に掲げる技術をいう。
七 リスト規制貨物 輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号。以下「輸出令」

という。）別表第1の1から15までの項の中欄に掲げる貨物をいう。
八 キャッチオール規制技術等 外為令別表の16の項に該当する技術及び輸出令

別表第１の16の項に該当する貨物をいう。
九 需要者 技術の提供については当該技術を利用する者，貨物の輸出について

は当該貨物の需要者をいう。
十 大量破壊兵器等 核兵器，軍用の化学製剤若しくは細菌製剤若しくはこれら

散布するための装置又はこれらを運搬することのできるロケット若しくは無
人航空機をいう。
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十一 開発等 開発，製造，使用又は貯蔵をいう。
十二 通常兵器 大量破壊兵器等以外の輸出令別表第１の１の項に該当する貨物

をいう。
十三 該非判定 非居住者へ提供しようとする技術又は輸出しようとする貨物が

，リスト規制技術等に該当するか否かを判定することをいう。
十四 取引審査 該非判定又は用途・需要者を確認する場合において当該判定又は

確認の事項に該当するときに，本学として当該取引を行うかどうかを判断
することをいう。

（基本方針）
第４条 本学の輸出管理の基本方針は，次のとおりとする。

一 国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあると判断される技術の提供
及び貨物の輸出は，行わない。

二 技術の提供又は貨物の輸出について関係法令を遵守し，経済産業大臣の許可
を受けなければならない場合は，責任を持って当該許可を取得する。

三 輸出管理を確実に実施するため，輸出管理体制を適切に整備し，充実を図る。

（最高責任者）
第５条 前条の基本方針に基づき，輸出管理に係る業務を適正かつ円滑に実施するため，

輸出管理の最高責任者（以下「最高責任者」という。）を置き，学長をもって充
てる。

（輸出管理責任者）
第６条 最高責任者の下で輸出管理業務を統括する輸出管理責任者を置き，最高責任者が

指名する理事又は副学長をもって充てる。
２ 輸出管理責任者は，次の各号に掲げる業務を行う。

一 輸出管理に係る規程等の制定及び改廃に関すること。
二 該非判定及び取引審査の最終判断並びに記録の保存に関すること。
三 輸出管理業務の監査に関すること。
四 輸出管理の教育に関すること。
五 経済産業省への輸出管理業務に係る相談及び許可申請に関すること。

（該非確認責任者）
第７条 該非判定及び取引審査の確認を担当する責任者として該非確認責任者を置き，輸

出管理責任者が指名する者をもって充てる。

（該非判定）
第８条 輸出者は，技術の提供又は貨物の輸出を行おうとするときは，別に定める輸出管

理の事前チェック表により判定を行わなければならない。
２ 輸出者は，前項の判定において，該非判定が必要となる場合には，別に定める該

非判定書を作成し，該非確認責任者の確認・指導を経て，輸出管理責任者の最終
判断を受けるものとする。
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（用途確認）
第９条 輸出者は，前条第１項の判定において用途確認が必要となる場合には，別に定め

る安全保障輸出管理チェックリスト（以下｢安全保障輸出管理チェックリスト｣と
いう。）により，次の各号に該当するか否かを確認しなければならない。
一 リスト規制技術及びリスト規制貨物については，大量破壊兵器等の開発等若

しくはそれ以外の軍事用途に用いられる，又はこれらのおそれがあること。
二 キャッチオール規制技術等については，大量破壊兵器等の開発等又は通常兵

器の開発等に用いられるおそれがあること。

（需要者確認）
第１０条 輸出者は，第８条第１項の判定において需要者確認が必要となる場合には，安

全保障輸出管理チェックリストにより，技術の提供又は貨物の輸出を行おうと
する契約相手先，需要者等について，次の各号に該当するか否かを確認しなけ
ればならない。
一 経済産業省が作成する外国ユーザーリストに記載されていること。
二 大量破壊兵器等の開発等を行う，又は行ったことが入手した資料等に記載

されていること，又はその情報があること。

（取引審査及び外為法等に基づく許可の申請等）
第１１条 輸出者は，技術の提供又は貨物の輸出が次の各号に該当する場合には，別に定

める取引審査票及び取引審査に必要となる資料（以下「取引審査票等」とい
う。）を，該非確認責任者に提出しなければならない。
一 第８条第２項に規定する該非判定の結果，技術の提供又は貨物の輸出が輸

出令別表第１の１の項から15の項，又は外為令別表の１の項から15の項に
該当する場合

二 第９条の第１号又は第２号のいずれかに該当する場合
三 第10条の第１号又は第２号のいずれかに該当する場合
四 経済産業大臣から許可申請をすべき旨の通知(インフォーム)を受けた場合
五 第１号から第３号までに該当するか否か不明の場合又は疑義がある場合

２ 取引審査票には，仕向地，技術等の名称，該非判定の結果，当該技術等の需要
者，用途，取引経路等を取引の内容を事実に即して正確に記入するものとする。

３ 該非確認責任者は，第１項の規定により取引審査票等の提出があった場合には，
取引審査の確認を行った後，輸出管理責任者に対して，取引審査の最終判断を
依頼するものとする。

４ 輸出管理責任者は，前項の依頼があったときは，取引審査の最終判断を行い，
外為法等に基づく経済産業大臣の許可が必要な場合には，経済産業大臣に対し
て所定の許可申請を行うものとする。

５ 輸出管理責任者は，前項の許可申請の結果に基づき，その技術の提供又は貨物
の輸出について，許可の可否を輸出者に通知するものとする。

６ 輸出者は，輸出管理責任者の承諾を得ることなく，当該取引を行ってはならな
い。
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（契約書等への明示）
第１２条 外為法上の許可が必要な技術の提供又は貨物の輸出を行うときは，需要者との

契約書等の書面を交わすものとする。
２ 前項の契約書等には，原則として次の事項を明記するものとする。

一 日本政府の許可を受けなければならない技術の提供又は貨物の輸出につい
ては，許可を取得するまで当該契約は発効しないこと，又は許可を取得で
きないものは当該契約の対象から除外すること。

二 大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等に転用しないこと。
三 許可の条件を遵守すること。

（技術の提供及び貨物の輸出に係る管理）
第１３条 輸出者は，リスト規制技術及びリスト規制貨物又はキャッチオール規制技術等

の技術の提供又は貨物の輸出に際して，次に掲げる事項を確認しなければなら
ない。
一 第８条から第10条までに定める手続きが終了し，内容に変更がないこと。
二 外為法上の許可が必要な技術の提供又は貨物の輸出について，経済産業大

臣の許可を得ていること。
三 技術の提供又は貨物の輸出が許可申請書等の記載内容と同一のものである

こと。
２ 輸出者は，前項の確認ができない場合は，技術の提供又は貨物の輸出を取りや

め，輸出管理責任者に報告しなければならない。
３ 輸出管理責任者は，前項の報告を受けたときは，事実関係を把握し，適切な措

置を講ずるものとする。

（報告）
第１４条 外為法等若しくはこの規程に違反する事実又は違反のおそれがあることを知っ

た者は，その旨を速やかに輸出管理責任者に通報しなければならない。
２ 輸出管理責任者は，前項の通報があった場合は，当該通報の内容を調査し，違

反する事実の有無を確認するとともに，適切な措置を講ずるものとする。
３ 外為法等に違反する事実が判明したときは，輸出管理責任者は遅滞なく最高責

任者に報告するものとする。
４ 最高責任者は，前項の報告を受けたときは，遅滞なく関係行政機関に報告する

ものとする。

（監査）
第１５条 輸出管理責任者は，本学における輸出管理が，外為法等及びこの規程の定めに

基づき適正に実施されていることを確認するため，定期的に監査を実施するも
のとする。

（教育）
第１６条 輸出管理責任者は，外為法等の遵守及びこの規程の理解とその確実な実施を図

るため，職員等に対して，輸出管理に係る教育を計画的に実施するものとする。
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（関係書類の保存）
第１７条 輸出管理に関する文書，図画及び電磁的記録の保存期間は，技術の提供又は貨

物の輸出を行った日の翌年度の４月１日から起算して７年間とする。

（罰則）
第１８条 故意または重大な過失によりこの規定に違反した者及びその関係者は，国立大

学法人名古屋工業大学職員就業規則（平成16年４月１日制定），国立大学法人
名古屋工業大学パートタイマー就業規則（平成16年４月１日制定），国立大学
法人名古屋工業大学再雇用職員就業規則（平成19年２月20日制定）及び国立大
学法人名古屋工業大学特定有期雇用職員就業規則（平成19年９月11日制定）の
規定により厳正に処分される。

（事務）
第１９条 輸出管理に関する事務は，関係部局の協力を得て，研究支援課産学官連携室

（以下，「産学官連携室」という。）において処理するものとする。
２ 前項の関係部局とその協力事項は，別表のとおりとする。
３ 関係部局は産学官連携室とともに，必要に応じて別表の協力事項の内容につい

て，職員等の輸出管理に関する相談等に対応するものとする。

（雑則）
第２０条 この規程に定めるもののほか，輸出管理に関し必要な事項は，別に定める。

附 則
この規程は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則
この規程は，平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年７月２６日規定第７号）
この規程は，平成２４年８月１日から施行する。
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別表（第１９条関係）

主な協力事項 担当課

大学院学生への研究指導 学務課

外国人留学生等の受入れ及び研究指導，学生の留学 学生生活課

産学官連携活動に伴う貨物輸出・技術提供，
外国人研究員のプロジェクト研究への参画
（受託研究，共同研究，技術移転，プロジェクト研究所関連）

研究支援課

施設見学等の外国からの訪問者への対応 総務課

職員等の海外出張及び兼業 人事課

貨物（物品）の輸出 経理課

国際交流活動に伴う貨物輸出・技術提供及び外国人研究者
への技術提供
（学生・職員等の交流，国際会議・シンポジウムの開催等）

国際企画室
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（付録 ６）Ｑ＆Ａ

1.安全保障輸出管理全般

Q1-1.なぜ安全保障輸出管理が大学においても必要なのでしょうか？
A1-1. 輸出管理の根拠法令である外為法は、「対外取引の正常な発展」とともに、「我
が国又は国際社会の平和及び安全の維持」をうたっています。
大学の研究も、こうした「我が国又は国際社会の平和及び安全の維持」に無関係では

ありません。
例えば、原子力工学や航空宇宙工学の研究は、核兵器や生物・化学兵器、それらの輸

送手段となるミサイル等（大量破壊兵器等）の開発等にも使うことができ、微生物工学
などの研究分野における技術的知見や先端科学技術の粋を集めた理化学機器、化学物質
や微生物等がテロ支援国家とみなされる国にもたらされる可能性が考えられます。
一方、研究者や留学生の受け入れに際しても、特定国の特定大学や特定企業（外国

ユーザーリスト掲載機関等）と関係のある人物を、大学が受け入れ、軍事転用可能な技
術をうっかり提供してしまうということになれば、我が国の安全保障にとって問題とな
るだけではなく、我が国に対する国際的な信頼が失われる点でも、問題があります。
以上のことからも、大学の研究や国際交流事業も、安全保障の観点から外為法の規制

対象に含まれる可能性があり、我が国と世界の安全を脅かす可能性があることを十分認
識していただく必要があります。
懸念されるのは、安全保障上の危険性を意識しない形で海外に持ち出された大学の技

術や資機材（貨物）が大量破壊兵器等の開発・製造等に使われてしまうことなのです。

Q1-2. どのような研究が安全保障輸出管理の対象となるのでしょうか？
A1-2. 研究分野ということに限っていえば、理・工・農・医・歯・薬学等のほとんどす
べての理科系の研究分野で関係する可能性があります。そのうち、特に注意を要する分
野として、例えば以下のような分野が考えられます。
・原子力分野
・航空宇宙分野
・化学分野
・生物学分野
・精密工学分野（制御工学、電子工学、機械工学等を含む）
・情報工学分野（通信工学、ソフトウェア工学を含む）
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Q1-3.安全保障輸出管理は、研究等を推進していく上でどのように役立つのでしょうか？
A1-3.大学の研究者の方の中には、「確かに安全保障輸出管理は大学に必要かもしれな
いが、結局は研究活動に制約を加えるだけのものでしかない。」と思う方もいるかもし
れません。
しかし、実際には国際的な共同研究等を円滑に、そして安心して行うための基盤として
の役割を果たすものなのです。
例えば、海外の共同研究者との間で技術のやり取りや資機材（貨物）の移動を行う場

合、自分の大学で輸出管理が的確に実施されていないと、規制の対象であることに気が
付かないままやり取りを行い、その研究が重要な進展段階に入ってから、そのことが違
法な貿易として指摘され、共同研究が円滑に進められなくなるという事態になりかねま
せん。
また、大学の輸出管理が的確になされていれば、大量破壊兵器等の開発などの懸念を

持たれている国からの研究者や留学生の受け入れなどに伴うトラブル防止にも役立ちま
す。
一方、国際合意に基づく安全保障輸出管理の法令上の仕組みは、関係各国にも存在し

、海外の企業や大学もその国の輸出管理の法令に従わなければなりません。従って外為
法に対応した輸出管理体制がしっかり確立されている大学であれば、海外の企業や大学
にとっても安心して研究や事業での協力関係を築ける、信頼できる契約上の相手となり
、海外の企業や大学との共同研究や事業を円滑に進めることができるのです。

Q1-4.安全保障輸出管理に関して事前チェックが必要なのは、どんな場合ですか？
A1-4.例えば、次のような日常的行為があげられます。わからない点があれば相談窓口
に相談下さい。
・共同研究先である海外在住の企業に、研究資料を提供する
・海外の機関に、研究装置や部品を送付する
・非公開の国際会議で、技術内容を含む研究成果を発表する
・研究内容に関して、メールで海外とやり取りする
・海外の知り合いに、公開以前にコメントをもらうため、投稿論文を送る
・海外の企業に、製造ノウハウを教える
・海外の共同研究者に、プログラムまたはプログラミング技術等、技術提供をする
・海外からの研究員、研究生・留学生を受け入れ、技術提供をする
・教員等が、教員或いは研究員等として海外に行き、技術提供をする
・外国人の研究室への見学を受け入れ、研究している技術内容を説明する、など
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2.技術提供について

Q2-1.教育は技術の提供に該当しますか？
A2-1.技術は技術指導、技能訓練、コンサルティングサービスその他の形態で提供され
るため、このような内容が含まれる場合には、技術の提供にあたるとして管理して
ください。
研究室で保有し、外に発表してないノウハウやデータ等を用いて教育を行う場には、
内容によっては許可が必要になる場合があります。ただし、市販されている教科書を
使った講義などは、公知の技術の提供にあたるので許可を取得する必要はありません。

Q2-2.学会での発表や学会用の原稿送付は、技術提供として規制対象になりますか？
A2-2.学会での発表や学会などで公表することを前提に作成された原稿は、規制の対象
になりません。ただし、学会参加者に守秘義務を課す、或いは参加者を限定している
場合など公知とするための技術提供とはいえない場合には、許可を取得する必要があり
ます。
また、大量破壊兵器等の開発などを助長する可能性のある技術については、科学者倫理
の面からも、公開の適否について慎重に判断するようにして下さい。

Q2-3. 海外出張で技術データや設計図面などを持っていく場合、問題がありますか？
A2-3. 自己使用目的で、誰にも提供せずに持ち帰るのであれば、対外取引とみなされな
いために、基本的に問題はありません。そうではなく、誰かに提供するために持ち出す
場合、技術データや設計図面などがリスト規制技術に該当していれば許可が必要になり
ます。リスト規制に該当しない場合でも、キャッチオール規制（ホワイト国以外の国で
、大量破壊兵器や武器に使われる恐れがある場合）に該当すれば許可が必要です。

Q2-4.電話やメールでのやりとり、海外の発表会後の個人的な食事会での会話は、技術の
提供に該当しますか？

A2-4.電話やメール、食事会での会話なども技術の提供に当たります。

Q2-5. 特許情報を提供する場合、許可が必要ですか？
A2-5.公開特許情報は「公知の技術」にあたり、許可を取得する必要はありません。



3.貨物輸出について

Q3-1.海外渡航でノートパソコンやUSBを持ち出す場合、許可が必要ですか？
A3-1. パソコンの性能が規制に該当する場合は、輸出許可が必要になります。ただし、
一般的に市販されているノートパソコンの携行については、格納情報含め本人のみが
使用し、日本に持ち帰る場合であれば、輸出許可は不要です。同様に、技術情報が
入ったUSB等を本人使用のみで技術提供はおこなわないのであれば規制の対象とはなり
ません。

Q3-2.購入した計測機器など海外へ持ち出す場合、どうしたらよいですか？
A3-2. 必ず事前チェックをおこない、規制対象に該当するかどうかを確認することが
必要です。その際、購入先（メーカー、商社等）から、該非判定書を入手して確認する
ことができます。非該当の場合はそのまま持ち出しができますが、該当の場合は輸出許
可を取得する必要があります。
また、その計測機器が米国製の場合は、米国の再輸出規制について該当、非該当の確認
が必要になります。該当の場合には、米国政府の輸出許可が必要になります。
（米国の技術を外国に提供する場合も該非の確認が必要。米国の再輸出規制に違反した
場合、輸出禁止、懲役、罰金、Denied Persons指定といった制裁があります）
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4.その他

Q4-1. 申請後、輸出許可取得までの日数はどれくらいかかりますか？
A4-1.大量破壊兵器等に関する申請を除き、申請から許可まで日数は、おおよそ２～３
週間かかります。事前に余裕をもって申請準備をすることが必要です。

Q4-2.リスト規制に該当しないというメーカーからの連絡を受けたので、確認せず本来許
可が必要な貨物を無許可で輸出してしまった場合は誰の責任になるのでしょうか？

A4-2.外為法に基づき罰せられる場合があるのは、本来許可が必要な貨物や技術を無許
可で輸出または提供した者です。たとえメーカーが該非判定を間違えた場合であっても
、大学が輸出を行っていれば大学が外為法違反の責任を問われます。必ず該非判定書の
内容について確認するようにしてください。

Q4-3. ノートパソコンを私用で海外出張に持っていくことは許可を取得する必要がないと
聞きました。しかし、規制対象技術が入っている場合、紛失や盗難などでその技術が
おかしなところで使われることがわかった場合、技術提供に関する外為法上の処分は
どうなるのでしょうか？

A4-3.一般に市場で広く販売されているノートパソコンは、一部を除き、自己使用目的
で持ち出す場合には輸出許可を取得する必要はありません。しかし、パソコンの中に
入っている規制対象技術を外国において提供するためにパソコンを海外へ持ち出す場合
は許可を取得する必要があります。また紛失や盗難を装ってパソコンの中に入っている
規制対象技術を外国において提供すると外為法違反になります。万が一の問題を最小化
するためにも、パソコンへのログインパスワードの設定やハードディスク上の情報の暗
号化など対策しておくことが必要です。

Q4-4. USBメモリに規制対象技術情報を入れて持ち歩いているとき、紛失してしまった
場合や盗難にあった場合、外為法違反になるのでしょうか？

A4-4.対外取引の意思や目的がある場合は違反に問われ得ますが、そうでない場合は違
反にはなりません。ただし紛失や盗難の事実関係を明らかにして記録に残しておくと、
後日何らかの説明求められたときに役に立つことがあります。
また、このような万が一の問題を最小化するためにも、技術情報等をUSBメモリに入れ
て持ち運ぶ場合は、ファイルの暗号化、パスワードの設定など対策しておくことが必要
です。

Q4-5. 法令違反が生じた場合で処分を受ける際、その処分は輸出した本人に限定されるの
でしょうか？
A4-5.違反の内容如何によっては、当該個人および所属する大学の両方が処分対象と
なります。（罰則は、１０年以下の懲役、１０００万円以下の罰金ですが、大学に対し
ても、３年以内の輸出禁止措置が科される場合があります）
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７．連絡・相談窓口

（学外）

◇ 経済産業省安全保障貿易審査課 電話：03-3501-2801
・リスト規制の該非判定の相談、キャッチオール規制の相談、輸出許可申請
手続き等

◇ 経済産業省安全保障貿易管理ホームページ
URL: http://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html
・関係法令、リスト規制、貨物・技術のマトリックス表、
外国ユーザーリストなど掲載

◇ 一般財団法人安全保障貿易情報センター（CISTEC)ホームページ
URL: http://www.cistec.or.jp/
・輸出管理に関する情報提供、書籍・セミナー案内など

（学内）

◆ 研究支援課 産学官連携室 （電話：052-735-5627 内線：5627）

法令を知らなかった、技術提供が規制対象であると知らなかったなど注意
を怠ると、予期せぬところで違反を犯してしまう可能性があります。

不明な点、或いは判断に迷うことがあれば、産学官連携室にお尋ね下さい。

◆ 名古屋工業大学 安全保障輸出管理ホームページ
URL: http://tic.web.nitech.ac.jp/inside/export-management/
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名古屋工業大学


